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国民生活の変化と加工食品・外食の市場形成条件

美士路知之
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本稿の課題は，こんにちのわが国の食糧消費について，国民生活との係わ

りから整序するところにある。とりわけ，国民食糧消費の現段階的特徴となっ

ている加工食品や外食への急傾斜に着目し，その市場形成条件の検討を通じ

て，課題へ接近するものである。

周知のごとく，日本人の食糧消費は1970年代半ばを過ぎて「日本型食生活

の定着」と「国民飽食JlJの時代に入り，豊かになってきたとする見解が提

出されている。これは一方において，国内産の農産物過剰を根拠付ける論と

もなっている。

1 )こうした見解は1980年農政審答申によって打ち出されてきたものであるが，その基調

となる認識は巻末に提示した参考文献食生活研究会(3]山路(5]山路(15]にみ

られる。
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果たして本当に日本人の食事は「飽食」になっているのであろうか。私見

を述べれば，こんにちいわれているような「飽食」とは食糧消費の側から説

明しうるような内容ではなく，むしろ，加工食品や外食の氾濫によってもた

らされた現象に他ならない。したがって，加工食品・外食の「無政府的生産J

によって惹起されてきた「飽食」現象として性格付けるべきと考える。

では，国民的食生活の実相はいかように把握されるべきであるか。論者に

よって力点の置き方に多少の違いはあるが，資本主義の再生産のなかに食糧

消費を位置付けて把える視座2)は支持されて良い。つまり，資本の蓄積と国

民食糧消費の関連を明らかにし，そこに内包された矛盾関係を析出すること

により，国民的食生活の再構成の課題が提起されうるものと考える。

本稿では，こうした問題意識と視座から，国民食糧消費，食生活を国民生

活との関連から把え，そのなかで必然化されてくる加工食品・外食の市場形

成条件について検討して行きたい。

〔付記〕

本稿は1983年度日本農業経済学会大会(於北海道大学農学部)個別報告「国

民食糧消費と加工食品・外食の市場形成条件一労働力再生産と食生活-Jの
報告原稿を補筆・加正したものである。

I 国民生活様式の変親過程

本節ではまず，国民生活様式の変貌過程について整序しておく o これはい

うまでもなく，国民的食生活じたいが勤労諸層の生活様式の変化のなかに構

造的契機が与えられてくるからである。

1.労働力再生産条件の量的側面と国民生活様式

戦後，国民生活様式が大きく変容を遂げるのは1960年代以降である。すで

に高度成長期に入って 5年余りを経過し，圏内市場の発展は国民生活の多く

の部分を資本が掌握するところとなった。これが今日の国民生活様式を貫く

2 )こうした視座からのアプローチとして代表されるのは宮村，吉田(9)，宮村(14)

であるが，この 2論文の方法論的検討を加えたものに美土路(12)がある。いずれも

基本視角においては、精敏な統一視角の整備と関連分野を総合した研究の積み上げが

肝要としている o その意味において日本科学者会議 (13)，同(17)は従来の研究の

到達点を前進させる上で興味深い提示をしている。
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基本線を形造っているといえよう。同時に注目されるのは，爾後広汎に形成

されてくる労働者階級の再生産条件，すなわち労働力再生産の条件変化が規

定的な作用を及ぼしている点である。量的側面から関すれば，第 1に， 1950 

年代以降の生産年齢(労働力)人口の劇的ともいえるたかまりである。表 I

にそのことが示されている。すなわち， 1950年起点でみた総人口および労働

人口の伸びでは，後者が大きく上回っており， 1980年までの30年間で総人口

の4割増に対し，労働力人口は5.7割の伸びを示している。それは，すでに

林直道氏3)によって指摘されたとおり，①低賃金労働力プールとして，②被

扶養人口減少による低福祉と，③高度成長下の消費市場の爆発的たかまりー

などの特別な意義をもつものであった。しかも， 1970年代にはいわゆる「戦

後世代」化が進み，戦前，戦中期の耐乏的消費が払拭されてくる。同時に，

第2には，労働者階級の潟大である。表中の階級構成の変化にみられるとお

り，自営業者層の没落と賃労働者への階級分解はドラスティックなものと

なっている o 1980年では全体の66.6%が労働者階級によって占められるに

到り，大量の勤労消費者層を形成して市場が創出されてきたことになる。し

表一 1 人口と階級構成

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 

総 人 口
8， 320 8，928 9，342 9， 828 10，467 11，194 11，706 
(100，0) (107.3) (112‘3) (118.1) (125.8) (134‘5) (140.7) 

労働力人口 ~~ ~~ ~~ ~W ~~ ~~ ~~ 
(100.0) (109. 9) (121. 3) (132.9) (145.8) (149.8) (157. 2) 

1.資本家階級 68 81 告7 137 205 22宮 270 

階 2.軍人・警官 19 28 35 38 42 45 77 

3.自営業者層 2，140 2，125 2，004 1，864 1，838 1，590 1，558 
級 4.労働者階級 1，398 1，757 2，268 2， 789 3，197 3，564 3，801 

構 同 1.9 2.0 2.2 2.8 3.9 4.2 4.7 

上 2. 0.5 O. 7 0.8 0.8 0.8 0.8 1.4 

成
構
3. 58.9 53.3 45.5 38.6 34.2 29.2 27.3 成

上t 4. 38.5 44.0 51. 5 57.8 60.4 65.5 66.6 

i主1.階級織成の算定は大矯隆憲『日本の階級構成jの手法による。

2.総理府「国勢調査Jより作成。

3 )林直道「現代の日本経済J(青木書底 '77.12)75-99ページ。
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注:l. 図中の数値は親族に帯に占める核家族の比率

2 総理府「国勢調査」より作成

かも，第3に労働力再生産の最小単位としての労働者家族の形態でみるなら

ば， 1960年代からの小規模世帯化ーいわゆる核家族化4)ーが著しい O このこ

とを示したのが図 1である。みられるとおり，いまや 1世帯当り人員は 3人

台前半の核家族世帯が全体の 4分の 3以上を占め，実数でも2，000万世帯を

こえる。核家族化の進行，すなわち雇用労働者家族の大量創出は消費単位数

を増加せしめ，都市およびその周辺部への集中を著しく進めてきた。

これらの動きは1950-60年代で急速な進展を示し， 70年代後半には若干

の鈍化がみられるものの，再生産されるべき労働力の量的規模を拡大して消

費市場の基底をなしている。つぎにかかる労働力再生産の量的変化と相まっ

て，国民生活様式の変貌を規定している質的な側面について検討しておこう。

4 )核家族化の食生活に及ぼす影響は調理や食事のもつ地域的，伝統的性格を急激に解体

して全国画一化をもたらす。このため，調理食品や外食などのセールスホ.イントとなっ

ている「オフクロの昧」も，寄って立つ「オフクロの手料理」さえ喪失されている現

状にあるといえよう。
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2.国民生活様式の特質と変化

(1)国民生活犠式の特質

国民生活様式の特質は第 1に労働者階級が社会層として独自の生活水準を

形成し，その生活の再生産は，ようやく賃労働によって賄われる家族単位の

再生産費範障が成立していることである。このことは労働者階級の労働力価

値が社会的生活欲望水準を反映する，いわば「フロレタリア的純化」をとげ

たことを示す。しかし，かかる労働力再生産費は総体として依然低労賃水準

におしとどめられているところにも，その特質が指摘される。このような労

働者としての生活様式は1955年ころまでに定着されてきた。

第 2は，労働力再生産のための必要生活手段の内容と構成の変化から，私

的個人消費と社会的共同消費とに分化していることである。つまり， r必要
生活手段の範囲は，一方では私的個人的消費のための生活手段商品，他方で

は非商品的な社会的共同的消費手段や所得再配分制度のかたちで，いちじる

しく拡大されJ51て行くといった特質をもっo とりわけ，後者の共同消費部

分の増大が著しいのであるが，都市的生活様式が進展するなかで，公共サー

ピスや公教育，社会保障などの領域が必要生活手段化してきたのである。こ

れは労働者家族の再生産上，賃金制度の矛盾や限界を補強する側面をもっ一

方，労働力再生産の社会化の積極的契機をも有している o すなわち，労働者

層は自己の人間的諸欲求の充足を必要生活手段の範囲の拡大，その水準の上

昇によって実現させることを自覚するからである。

(2)国民生活様式の変化

①生活手段の変化

高度成長期を通じた「消費水準の上昇」は労働者層の生活手段の変化をち

たらし，生活様式全般を急激に変えていった。なによりも特徴的なのは，第

lに耐久消費財の爆発的普及であろう。これは日本資本主義の生産構造が重

化学工業化を通じて生産力を飛躍的にたかめ，大量生産体制が強化される

1960年代に著しい進展がみられる。図2にそのことが明らかに示されている

といえよう。「三種の神器」の電化ブーム(洗濯機，冷蔵庫，掃除機)に発し，

これらの普及が一巡するといっそうの高価格化が進み， r消費革命」とさえ

5 )成瀬 (30]17ページ。
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図ー2 耐久消費財の普及状況

注:経済企画庁「消費動向調査」より作成

いわれる様相さえ呈してきている。同時にこの過程において，所得階層間の

格差も拡大してきていることも事実である。第2に非耐久消費財でも家事労

働節約のための加工食品や既成衣料の普及が著しく進んだ。これは個人消費

の拡大が耐久消費財を基軸として進むと同時に，消費生活全般への資本の捕

捉が及んだことを示している。さらに，生活手段の変化の第3は，高学歴水

準の社会的な強要のなかで教育関連分野が，さらには余暇関連産業の肥大化

がそれぞれ， rサーピス」の商品化をもたらしたことがある。いわば非商品
市場の穆透が生活手段体系のなかに擦り込まれた訳だ。

これらに加えて，生活手段の社会的共同消費部分が1960年代半ば以降に肥

大化するが，その具体的内容については次節の家計費目分析で検討する。

②賃金体系からの規定

ところで，うえにみた生活手段の変化を促した「消費水準の上昇」は賃金

水準の動向と不可分に係わっている。つぎにこのことについてみておこう o

周知のとおり，日本資本主義の高蓄積を可能ならしめた要因に低労賃水準

がまず挙げられる o 戦後日本の賃金は高度成長過程で，戦前とは異なった新

しい水準を形成し，他の資本主義国家のそれに急速に接近しつつあるといえ

る。これが「消費水準の上昇」を根拠付けてきたことは事実である。だが，
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このことで「現代の生活様式によって規定された『必要な生活手段の範囲j

を充分にまかないうる賃金水準が，成人男子に保障されたということではな

い。勤労者の世帯では現代の生活様式が社会的に強制する家計支出の増大を，

家族就労を拡大することによってかろうじて支えているにすぎないJ6)ので

ある。したがって，こんにちの国民生活様式の基盤は日本的労賃水準の上に

著しく規制，制約されており，脆弱的性格が増幅されているといえよう。

いま，賃金体系に注目してみるならば，第 1に，わが国の伝統的な年功序

列型体系に対して，職務絵などの新体系導入により年功カーブが抑制されて

いること。そして第2に，この結果，中高年家族での有業化をたかめ労働力

の価値分割が進行していることである。このため，家事労働じたいの性格変

化7)がサーピス支出や，消費財支出を促迫するといった関係が1960年代後半

から顕現してきた。さらに第3は，近年の長期不況過程で実質賃金の伸びが

停滞し， 1980年にはついにマイナスさえも記録するに到っていることである

(図 3参照)。このため，消費不況が深化の度を増し，国民生活様式じたい

にも規定的な作用を及ぽしはじめている。

400 

消費者物価ーヱー，/"'J:r....
i 

P 

".0' 

300 F 

20 

ぷ附賃金(盟監)
労働生産性

'55 '60 '65 '70 '75 '76-'77-'78τ7言電O

図ー3(その1) 作価一賃金の講離と相
対賃金の低下

注:1. 1960年=100の指数による
2.戸木田嘉久 I現代資本主義と労働者階
級j岩波書庖1982.1)p223より加工
作成

32.9 
(%) 
30 

10 

。

¥/戸名目賃金上昇率

物
く価
Tlゎ上
;れ昇

1.Jたで
ノ部

'71 '72 '73 '74 '75 '76 '77 '78 '79 '80 分

図ー3(その2) 名目一実質の賃金上昇
率のギャップ

注:1賃金指数は規僕30人以上 調査産業計
2.1980年は上半期 (4-9月)
3戸木田嘉久 f現代資本主義と労働者階
級J(岩波書庖1982.1)p205より引用
作成原資は労働者教育協会資料

6 )戸木田嘉久『現代資本主義と労働者階級J(岩波書底 '82.1)204ページ
7)生活科学においては「家事労働の社会化」として把握されている。その内容について

は竹中 (40).JII島 (41).竹中 (46)を参照されたい。なお注21)においても関説。
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3.国民生活様式の現地点

以上のことを背景にして，国民生活様式は変貌を遂げてきた。それは第1

に，従来の伝統的な生活様式のスクラップ・アンド・ピjレドが進められ8)

労働力再生産の基礎単位である家庭経済に急激なインパクトが加えられてく

る。この結果，第2に，生活総体の商品化が支出の拡大を強制してきている。

それは結局，低賃金体系のもとで実収入のみでは支出を賄えず，それ以外の

充当手段への依存を深めざるをえない。となればいきおい，補助収入が求め

られるところとなる。つまり，第3として家事労働軽減とひきかえに主婦が

賃労働力化し，労働力の価値分割が進む。こうして労働力再生産過程はまさ

に追加搾取の場にさらされてきているのである。かかる事態のもとに，こん

にちの生活様式と生活問題の切り結びが描かれてくる。つぎに，この点を家

計支出構造の検討を通じて明らかにして行きたい。

E 消費生活・家計支出の構造と基本的性格

1 .家計支出の構造

図'4は費用別にみた全国勤労者世帯の家計支出の構成を示したものであ

る。この図によって家計支出の構造を検討して行こう。

(1 )高度成長下の家計消債の特徴

まず高度成長期にあった1963-65-70年でみてみよう。この時期の消費

支出は52% (1963年九 51% (65年)，と60年代を通じて全体の 5割以上を

占めている。傾向的には低下してはいるのだが， 1970年においても48，5%

と5割近い値を示している。しかも，消費支出の実額じたいもこの聞に大幅

な伸びがみられたことを勘案するならば， r消費水準の上昇」は，第 lに，
1960年代半ばの「消費革命」で急速に普及していった耐久消費財が，家計支

出総体の「高消費」を規定しているのである。つまり，これらの耐久消費財

の収納の場としての住居費，さらにそれの利用・運用のための光熱費の支出

を促迫しつつ消費生活が展開されてきている。したがって， r大企業製品J，

8 )それは「戦後の急激な部溶共同体や『家Jの解体は，そこで営まれていた共同的生活

機能を奪い去り，それらを従来の家庭内で営まれていた家事労働のいくつかの重要伝

部分とともに，社会的共同的消費の領域へ転化」させている点に特徴付けられる(成

瀬 (30)14ページ)。
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図-4 家計支出構造の推移

注:1総理府「家計調査Jより作成。
2.図中数字は実支出中の消費支出，非消費支出の割合を示す

3.消費支出の5大費目の構成は金支出に対する割合を示す

「公共料金」的費白の増大は，労働者家計が「いわば，大企業製品の洪水の

なかで，それに加えて公共料金関係消費の強力で広く管理された状況下J9l

に追い込まれてきたことを示しているのである。このことから第2として，

独占資本の大量生産体制のもとで押しつけられた.r物漬け状況」が指摘で
きる。その結果，家計費の4分の 1が大企業製品によって占められ.1ヲ60年

以降の連続的な物価上昇と相まって，家計の独占資本への従属が進行する。

また第3として1960年代半ばを過ぎて，実支出以外の支出や非消費支出の費

目に属した，社会的共同生活手段に対する支出強制が個別家計の負担に転嫁

9 )江口.JlI上，市原 (36)149ページ。
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されてきている。

(2)長期不況・消費不況下の家計支出

こうしたことは第1次オイルショック以降， 1975年， 79年の推移にも読み

とることができる。すなわち， 1979年時点でみれば，笑支出中に占める非消

費支出は15.0%へと， 70年の10.1%に比して 5ポイントアップとなってい

る。また，実支出以外の支出では同年で32.5%へと 8ポイン卜以上の上昇を

示した。

前者は税金，社会保障費の重圧となって労働者家計を悪化させている。そ

して後者は，貯蓄，保険掛金，月賦払，掛買金などで構成されているが，こ

こで注目されるのは貯蓄の増である。 1970年では15.2%であったものが79

年には22.7%へと増加している。実は，この貯蓄は貯金とローンの同時拡大

を含意しているのであるが，現行「家計調査」の費自の整理方式もあって，

統計上は余り表面に出て来ない。がしかし，実態的にはこの貯蓄の費目の中

には，住宅ローンや消費者ローンが含まれており， 1979年で総額59兆9000

億円，国民総生産の 3分の lにもなんなんとする借金を抱え込んでいるので

ある。その著しい増勢は1975年以降で負債保有世帯は全体の 5割にも達する

ことでもうかがえる。「消費革命」が押しつけられた「物漬け」ならば，こ

うした事態はまさに「借金漬け」の様相を呈しているといえよう。

他方，消費支出のうち，雑費，住居費の内容が注目される。雑費は1970年

時点で食料費の16.3%を3.5ポイント上回り，消費支出の第1位費目となっ

た。そしてオイルショック以降は20%をこえる構成比となっている。このう

ち教育関係費，交通通信費などのウエイト増が著しい。また，住居費では家

賃地代，水道料の家計負担が大きくなっている。これらの圧迫を受け，食料費，

被服費は切り詰められ，そのウエイトは低下させられているのである。

以上のように家計支出構造が硬直化しているにもかかわらず，こんにちの

消費不況のなかでもなおいっそうの支出強制が増長されてきている。図 5は

1963年起点でみた収入・支出の指数であるが， 75年以降の数字のなかに以

上のような傾向が明瞭に示されているといえよう。

2.支出構造硬直化の基本的性格

さてつぎにこうした労働者世帯の家計消費の支出構造硬直化について性格

付けを行なっておきたい。
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図-5 収入・支出の指数推移(名目)
注:総理府「家計調査J(全国勤労者世帝)
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図6 消費者信用供与の推移
注:1.通産省「日本の消費者信用」より。

2.数字は'70=100の指数。

第 1に支出の先取りの問題が挙げられる。図 6は消費者信用供与の残高を

示したものであるが，これによれば1970年代にローンによる支出先取りが急

速に進んでいることがわかる。これはひとつには耐久消費財の普及が一巡し，

さらに自動車，ピアノ，ステレオなどの高額商品が普及するなかで，消費者

ローンが急成長してきたこと。また近年では，生活費じたいを「サラ金」か

らの借金で充当するなど，労働者家計の支出先取り機構が網の日のように張

りめぐらされている。ふたつには，多額にのぼる住宅ローンの問題である。

額じたいの大きさもさることながら。その伸び率は， 1970年から79年の闘で

10倍以上に達する。これはわが国の住宅政策の不備がもっぱら民間自力建設

に任せてきたこと(表2参照)，そして，これへの資金需要に金融資本が目

をつけたことによる。住宅建設費用は土地取得とともに，本来は労賃として

労働力再生産コストを構成する性格にはない10)。ここにも資本による労働

者家計の包摂の特徴が現われているといえよう。

10)宮崎，伊藤 (44))60-67ページ，宮崎 (48)
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表-2 戦後の住宅建設戸数の推移と性格

(%、 1，0ω戸)

公営住宅I改良住宅I公庫住宅I公団住宅I住その他宅のI公よ的る住資宅金計にI民建間設住自宅力I合(実 数)
'45--'50 9.9 2.4 10.1 23.0 77.7 100(2.773 ) 

年度 '51--'55 14.5 15.8 1.1 7.6 39.0 61目。 10011，548 ) 

ず'日J曲 9.5 0.1 17.7 9.9 5.1 37.4 62.6 100(2，583 ) 

と '6]--165の 7.2 0.5 15.8 7.3 8.1 36.4 63.6 100(3，986 ) 

構 '66--'70
成

6.6 0.5 16.1 8.4 9.9 38.1 61. 9 lω(6，739 ) 

比 '71--'75 5.5 0.5 20.1 3.4 8.0 37.5 62.5 100(8，280 ) 

'76--'80 3，7 0.3 28.6 2.0 6.5 41. 2 58.8 lOO (8， 906. 5) 

合計(実数) ( 2，264) ( 125.5) ( 6.697) ( 1，157) ( 2，874) (13，056.5) (20，556) (33，612.5) 
----守.ー，----ーーも.ーー・.---ーーー.ーー_.---内ー-------一一..ーーー・戸・，ー・・、.-ー-ー------戸晶----.ー・---.・--.ー.. ・4・ーー・・ー
100.0 100.0 lωo 100.0 l∞.0 1∞.0 1∞.0 1∞.0 

_ '45--'50 12.1 1.0 10.3 4.9 10.4 8.2 
累
計'51--'55 9目9 3.7 1.5 4.1 4.6 4.6 4‘6 

長'部Jω lO.9 1.6 6.8 13.2 4.5 7.6 7.8 7.7 

に'61--'65 12.7 16.7 9.4 16.3 11.2 11.1 12.3 11. 9 

対す '66-J勺0 19.7 26.3 16.2 29.0 23.1 19.6 20目3 20.0 る
比 'η...175 20.0 32.7 24.8 24目5 23目2 お.8 25.2 24.6 
率
- '76...180 14.7 22.7 38.0 15.5 20.1 28.1 19.5 26.5 

注:1.建設省住宅局調べによる。

2. 1980年は計画値。

第2は，社会的に強制された固定費部分の受益者負担の問題である。いう

までもなく，都市への人口集中とそれをベースに形成されてくる国民生活様

式は，一方で社会的共同生活手段の供給不足を招来する。これらの諸問題に

対してはこんにちまで個別家計の責任で対応させられてきた。その結果それ

らの供給は当該の企業による商品化ベースに依存するところが大きかったた

め，労働者家計の経済負担は一層の重圧を課せられることになった。図 7は

消費者物価指数を示したものであるが， 1975年以降，公共料金，光熱費，さ

らには教育関係費(雑費)などの上昇が著しい。これらはいうまでもなく，

公的に保障されてしかるべきコストなのであるが，労働者家計に転嫁されて

いる。そして，そのイデオロギー的背景となっているのは受益者負担主義で

あった。

さらに第3として，図 5にもあらわれている非消費支出の異常な伸びに触

れないわけにはいかない。主として税金と社会保険費(掛金)の支出となっ
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図-7 全国消費者物価指数の推移 (1975年=100.0)

注:総理府「消費者物価指数年報J1980年版より作成。

'80 

ているのであるが，いまやそれらは家計支出の15%(1979年)に達している。

そしてこれらは給料天引きの形で「不可処分所得」化しており， 1975年以降

の構成比の上昇はきわめて急激である。しかも最近では 5年連続の所得税

減税の見送りによる実質的措税となっていることもあって，労働者家計はま

すます悪化せざるをえない。このことは，サービスの商品化に伴なう労働者

階級の追加搾取に加えて，所得再配分制度を媒介にした再収奪としての性格

が強まっていることを示している。

以上から，労働者家計の悪化は明白であり，かっそこには絶えず生活の不
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安定性，脆弱性が拡大的に再生産され，いずれは「生活崩壊j1I)をも招来し

かねない随路に立ち到ってきているのである。つまり，支出構造の硬直化が

生活じたいの存続にとって，きわめて深刻で重大な問題12)となっているの

である。

E 国民食糧消費と加工食品・外食の市場形成条件

1.家計支出が硬直化するなかでの加工食品・外食化の進行

前節までの分析で明らかなように，労働者家計の支出構造は硬直化し，脆

弱きわまりない基盤のうえにかろうじて労働力再生産が行なわれている。こ

うした事態のなかで，いきおい食料費は切り詰めざるをえない13)。表3は

1973年， 78年を起点にみた実質家計支出の指数の推移である。ここからも明

らかなように消費支出が停滞推移をみせはじめているのに対し，住居費，光

熱費，雑費の増加がみられ，他方ではこの増加分を被服費，食料費でやりく

りしていることが示されている。つまり，増嵩する支出強制(3大)費目に

規制され，衣，食生活が細々と営まれているといえる。とりわけ， r食べる」
方は労働力の生命的再生産に直接係わるため，きわめて深刻であるといわざ

るをえない。

では，いかなる食生活上の対応がされているのであろうか。同表からうか

がい知ることのできるのは，主食，副食，し好品を減らして加工食品，外食

への依存を強めている点である。なかでも外食は1976年以降急速に増えてき

た。これに対して，加工食品は「家計調査」中の狭義の加工食品であって，

副食費目と重なり合っているために披行的な動きとなっている。だが，これ

を広義の加工食品に置き換えて集計するならば， 1970年以降は食料費中 5割

以上の比率を数えるに到っている。このことを示したのが図8である。これ

をみてもこんにちの国民食糧消費のうえで，加工食品，外食の占める割合お

よびその地位の高さは格別な意味合いをもつものといえよう。

すなわち，ひとつには，高度成長期に生じた食糧消費の構造変化に随伴さ

れつつ，加工食品が国民的「食事」のなかに他律的に入り込んでいったこ

11)江口 (24)161ページ，江口，松崎，大山 (29)

12)異聞 (28)，宮崎 (37)をみよ。

13)宮崎 (8) 1-8ページ。
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と14)。ふたつには，オイルショック以降の低成長期移行時には商品市場的

意味合いに加えて，労働者家計の悪化を補完する性格を帯びて，低賃金と追

加搾取を助長する役割を果すようになったこと15)。そして，みつつめには，

以上の過程を通じて加工食品，外食市場の深化が(質的側面において)不可

逆的に進行し，こんにちの食糧需給構造一需要の側からの性格が強いのだが

ーを形造ってきたことなどである。

14)飯沢理一郎，玉真之介，美土路知之「加工食品市場の展開と加工資本J(美土路監修『現
代農産物市場論jあゆみ出版， '83.7) 319ページ参照。

15) 1970年代後半以降に相次ぎ出されてきた財界の食品産業への政策提言(臼経調『国民

経済における食品工業の役割j'78.11，経団連『食品工業からみた農政上の諸問題J
'81. 2など)は「食品工業政策の積極的推進」策として，わが国の「高食料品価格」

を引き下げるために加工食品・外食向けの原料用農産物である海外農産物の輸入障壁

を撤廃すべしと要求してきた。そうした背景には消費国民食糧の過半を占めるに到っ

た加工食品のコストを切り下げ，低賃金を固定化しようとする意図が示されている。

12う
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ところで，加工食品，外食化の進行のいまひとつの側面に食糧消費の階級，

階層性の問題が指摘される。表4は加工食品，外食支出のいくつかの品目を

とり出して，これを所得階層別に消費量をみたものである。いま，上層に向

うほど購入量が平均よりも多くなる型を上方優位とすれば，チーズ，野菜，

かん詰，パン，外食総合などが挙げ‘られる。また，逆の傾向を示す下方優位

のものは，しょうちゅう，粉ミルク，宅配そう菜で，調理サラダや魚肉ソーセー

ジもこれに準じているとみてよい。同表によれば，単品購入である加工食品

の階層間格差が強く現われている。外食については品目を特定できないため，

傾向的には上方優位の特徴がみられる。いずれにせよ，これらは単一品(費)

目であるが， I食事」の実態に則して複合化させていけばI層ーV層の聞の

格差は拡大するものとみられる。なぜならば，下層においては下方優位の，

表-4 所得階層別加工食品・外食消費(1981年)

(全階層平均=100.0)

I E 皿 町 V 

チ ズ 63.3 69.4 98.0 119.5 137.1 

加 野菜かん詰 58.8 89.1 102.0 117.6 133.2 

ノf / 73.9 94.8 106.3 111.7 113.3 

工
たくあん漬 89.6 105.6 103.0 102.8 99.0 

食 用 i由 87.5 103.3 102.3 108.1 98.7 

しょうちゅう 109.7 103.2 101. 3 93.6 92.1 
食
調理サラダ 107.8 96.8 98.1 105.5 91. 9 

llP 席 めん 94.8 106.6 103.8 104.4 90.5 

ロロロ 魚肉ソーセージ 109.0 113.3 110.4 98.0 69.4 

粉 、、 Jレ ク 167.2 146.2 99.6 52.4 52.5 

外食総合 68.0 91. 4 100.9 111.5 128.2 
-_.------軍司ーーーーーー--.---~ ----圃，-----_.'----.--.-------・--------ーーー骨.----曹司
ー般外食 66.9 89.0 97.4 110.6 136.1 

ヲト 日 本 そ I;¥' 73.9 100.8 102.8 105.7 116.9 

中 華 そ I;¥' 88.8 109.6 104.5 102.8 94.3 

食 す し 68.0 90.6 93.1 108.7 139.6 

中華食・他の和食 67.8 95.8 87.8 109.9 138.7 

j羊 食 61. 7 96.2 93.8 112.0 136.5 

宅配そう菜 118.2 103.0 120.1 92.3 74.3 

注:1.総理府「家計調査」より作成。

2.加工食品は購入量、外食、宅配そう菜は金額より算出。
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上層においては上方優位の品(費)目群が多く購入されるであろうからであ

る。とまれ，かかる格差は食糧消費の階級的性格を表象し，最下層に行くほ

ど労働力の生理的再生産ギリギリの水準まで引き下げられざるをえない。つ

まり，労働力の限界的再生産を行なう低所得者層が形成され，総体的な賃金

水準を規定するボーダーラインが引かれることになる。このため，労働者家

計において食料費のもつ性格はエンゲル係数に現われた数値の大小16)より

重い内容をもっといえる。

2.加工食品・外食の市場形成条件

(1) (社会的総)資本にとっての労働者階級の「食事の合理化Jの側面

資本制生産様式のもとでは，消費を生産から分離して，市場関係を通じて

のみ生産と結び合う労働力の商品化体制が前提とされる。社会的総資本の側

からは，商品化された労働力の価値以下に引き下げられた価格が絶えず強要

されてくる。戦前においては低米価低賃金政策が日本資本主義の蓄積の重要

な環であった。戦後においてもひきつづき，低賃金の基礎として食料品価格

の低廉化が総資本の要求となる。

ところで，国民的食生活は経済的諸条件以外にも自然的，社会的諸条件に

規定されて営々と形成されてきた。資本はこれを急激に解体，再編し，低賃

金労働力の市場機構に従属的な食生活へと編成替えする必要17)に迫られて

いる。この過程がまさに労働者階級の「食事の合理化」として進められてく

るのである。そして，その重要な挺子として利用されてくるのが，加工食品・

外食であるといえよう。すなわち，食事の資本主義的代替手段として加工食

品，外食は特別な意味をもつようになる。

それは第 Iに，いわゆる「簡便化ニーズ」として，勤労消費者層が余暇や

レジャーの拡大を求めているかの喧伝をされてきているが実は調理，摂食時

間(もしくは機会)の切り詰めを強要するものに他IJらない。すなわち，ひ

とつには，通勤圏の遠隔化に伴なって通勤時間も年々延長されてきているが，

16)宮村(14)ではエンゲル係数の低下傾向の意味を検討し，一義的に生活向上指数とは

把えられないことを実証している。

17)かかる編成替えは労働力商品化体制からの促迫に加えて，労働者層の都市集中による

食糧需給の大量的結合の側面からも進められることはいうまでもない。日本科学者会

議(17)11-23ページ参照。
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これが調理，摂食時間の切り詰めの大きな要因となっている。これは，住宅

政策，都市開発の不備とその矛盾を労働者層に転嫁するための禰縫としての

「簡便化」であると性格付けられる。さらに，ふたつには，生活時間全体で

みても「ゆとり」が喪失され，もっぱら加工食品や外食に団繁の術を見出す

世帯が増えていることである。このことは，労働力再生産時間の短縮にシワ

寄せされて，余暇やレジャーが「食事」そのもののなかに解消されてきてい

る一面を示している。

第 2は，労働力の価値分割と追加搾取の累進的な深化が促迫する「食事の

合理化」である。表 5はその一端をきわめて明瞭に示している。すなわち，

土地家屋，月賦払になどの負債増を共働きによって補っている世帯では調理

食品，外食の依存が非共働き家庭に比して異常に高くなっている o 1980年の

共働き，非共働き家庭の支出構造を比較すれば， 10倍化した土地家屋の借金

返済をするために共働きによって 6割弱の(実)収入補填をしうるのだが，

当然のことながらそれに照応して労働力の価値分割が進む。それは同時に，

表十5 共働き家庭の家計

(非共働き家庭=100)

1980 
1973 
共働きパート内職

実 ~:Z 入 102.8 159.9 111.4 

消費支出 141. 0 134.9 98.5 

※加工食品 副食 92.3 103.2 

調理食品 104.4 161. 2 111.8 

9ト 食 160.8 185.7 108.2 

し好品 111.3 109.9 109.4 

非消費支出 205.8 164.9 89.9 

実支7出以外の支出
のち

125.4 
借返 金済 土地家屋 I 235.2 1. 002. 7 
月賦払 186.5 164. 7 

注:1.※は枚義の加工食品

2. 1973は総理府「妻の収入が家計に及ぼす影響に関

する調査」全国平均。

1980は川島美保「共働きの家政経済・保育問題」

(宮崎礼子編『家政経済論j朝倉書庄.1982. 7) p158 

より引用作成、原資は国民春闘共闘会議調べによる。
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調理食品に約 6割，外食では8.6割も依存を深めざるをえないといった構図

を描いている。しかも，家庭内調理の外在化を招来することにより，これら

の家庭の「食事」は追加搾取の場に引き出されざるをえない。こうした関係

はパート，内職家庭にも少なかれ検出しうるといえよう。

他方，これら 2つに加えて，第 3に指摘されるのは労働者階級の「食事の

合理化」に伴なって創出される関連市場の重層的な展開についてである。第

1 ，第 2の点は労働者世稽のなかに内的端緒をもつものであったが，この第

3点目は個別独占による消費市場編成の性格を帯びている。すなわち，一例

を挙げれば， 1970年代に急成長を遂げてきた冷凍食品市場の発展は冷凍メー

カーのみならず，電気メーカー(冷凍冷蔵庫，保冷庫，ショーケースなど)

自動車メーカー(冷凍車)，スーパーなど，加工，流通過程に介在する諸資

本の市場編成を進展せしめた18)。同様に，1970年代後半の外食市場の急成

長も，独占資本の市場進出と関連市場(食材，調理器材など)創出19)が大

きく進められてきた。こうしたことは，個別資本の蓄積を通じて社会的総資

本の再生産を継続させるために，労働者階級の「食事の合理化」が重要な条

件となっていることを示しているといえよう。

(2)消費過程(生活)の社会化の側面

加工食品，外食の市場形成条件のいま 1つの側面は消費過程(生活)の「社

会化yO)に見出せる。この「社会化」は生活手段の私的消費部分と社会的共
同消費部分とに分化されつつ進行する。と同時に，労働力再生産に必要な生

活手段(あるいは生活資料)が多数の消費世帯において共通となるであろう。

したがって，食生活，食糧消費の場面においてもまた，かかる「社会化」は

18)たとえば，陳志成『冷凍食品J(水曜社， '83.2)を参照。

19)外食産業の急成長は，市場じたいの発展もさることながら構造不況のもとで抱えこま

れた過剰資本の再投資先としても有望視され，市場創出がはかられている点も注意す

る必要がある。

20)ここでいう['(生活の)社会化」とは「生産・労働の社会化Jとして把えられた「社
会化」概念とは異なる。概略を示せば， ['労働力再生産という家庭生活の基本的機能

の一部が，労働力再生産費という形態でも，労働力再生産Jこ必要な生活手段およびサー

ビスという形態でも，私的・個別的家庭内から，社会的なものにおきかえられること，

つまり，公的に支給されたり，社会的労働の生産物によって代替されたり宅社会的分

業の一環によって代替されたり，社会的分業の一環に編入されたりすることを意味J

している(伊藤，大竹 (42J57ページ)。
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進行する。その具体的な発現形態が加工食品，外食化であるし，それらの市

場形成条件を規定しているのである。したがって，労働者層の生活の「社会化」

は食糧消費の発展段階を，さらには食料費として労働力再生産費用(社会的

総可変資本)の水準を直接，間接にわたって決定付ける。

他方，消費過程(生活)の「社会化」は家事労働の分解も促進する。つまり，

家庭内に留められてきた家事労働21)が資本制商品，サーピス労働へのおき

かえを通じて，私的性格から社会的性格を帯びるようになる。家事労働の分

解は「主婦の賃労働化とは裏腹といってよいが，このことが，いやおうなし

に家事労働を削減せざるをえない労働者世帯の一層の家事労働の分解を促進

する。そしてこの過程は，主婦を労働市場に大量に登場させる要因でもあ

る。J22)。このため，家庭内に留められていた家事労働部分の保育，調理労

働は，ますますもって社会的性格を強めて行く。先述した「家庭的調理の外

在化」とはまさにこの延長線上にあった。ゆえに家事労働(調理労働)の「社

会化」過程も，加工食品，外食市場の形成条件にとって重要な意義をもって

いるといえよう 23)。

こうした 2方向からの社会化は，終局的にはイニシエーターの性格により

決定的差異をもっo 換言すれば，社会化の進展は労働者階級の主体的な契機

と内容とをもちうるということである。

結

われわれは以上の検討を通じて，課題への接近を試みてきたが，考察を通

じ次の諸点が明らかになった。すなわち，第 1に，国民生活様式の変貌過程

はわが国の低賃金体系を固定しつつ，しかも生活総体の商品化が支出拡大を

強制しているのである。このため，労働力再生産条件は脆弱な基盤のもとに

押し留められ，家庭経済はいっそうのモノカルチュアー化を辿り，労働力の

価値分割が進んできたのであったo

21 )家事労働は「日々生活資料の消費を通じて，労働者を労働市場に登場させるための，

つまりは労働力商品のための手段として」機能する(竹中 (46)55ページ)。

22)向上66ページ。

23)以上みてきた「社会化」はいわば歴史的必然の傾向であって，それじたいでは問題と

して取り上げえなし、。これらは実証を通じて検討されなければならない。なお，かか

る視角からの研究に岩田 (26)，同 (27)，同 (33)がある。
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第 2に，そうしたなかで、労働者家計は独占資本への従属を深め，支出構造

は硬直化の一途を辿っている。これに加えてインフレ，物価上昇，そして実

質的増税などにより家計収支は悪化の極みに達してきた。さらには，社会的

共同生活手段および，土地，家屋などの労働者家計への転嫁は生活苦・生活

不安を醸成し，これに拍車を掛けている。

第 3に，この結果，食料費は切り詰められ，労働者層の「食事」にも変化

を生じ，加工食品，外食への依存が強められている。それは一方において，

労働力再生産コストを低減させるために総資本の要求する労働者階級の「食

事の合理化Jの側面から促迫されてきている。また他方，消費過程および家

事労働の社会化の進展に伴なって，加工食品・外食は必要生活手段として労

働者層のなかに共通化してきている O

うえのことからも明らかなように，こんにちの国民食糧消費はみせかけの

「豊かさJとは裏腹に，脆弱な生活基盤の上に半ば強制的に加工食品・外食

化が進展している。したがって，国民的食生活も生活構造の歪みから逃れえ

ず，生活問題の解決なしには再構成しえない現状にあるといえよう o
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